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水俣市自治体ネットワーク強靭化更新事業 

公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 趣旨 

本要領に定める「水俣市自治体ネットワーク強靭化更新事業公募型プロ

ポーザル」（以下「本プロポーザル」という。）は、現行電算システムの機

器の摩耗と老朽化に伴い令和７年度に実施する対象機器の更新及び更新後

の運用保守を委託する事業者の候補を企画提案方式により選定することを

目的とするものである。 

 

２ 事業概要 

⑴  事業名 

水俣市自治体ネットワーク強靭化更新事業 

⑵  事業内容 

別紙１「水俣市自治体ネットワーク強靭化更新事業業務委託に関する要

件仕様書」のとおり 

⑶ 契約期間 

  ①水俣市自治体ネットワーク強靭化更新事業 更新業務 

   令和７年３月から令和８年３月３１日まで 

  ②水俣市自治体ネットワーク強靭化更新事業 運用保守業務 

   令和８年１月１日から令和１２年１２月３１日まで 

⑷ 提案限度額（消費税及び地方消費税額を含む。） 

①水俣市自治体ネットワーク強靭化更新事業 更新業務 

１００，０００，０００円 

  ②水俣市自治体ネットワーク強靭化更新事業 運用保守業務 

    ３５，１０１，０００円 

 

３ 事業担当課 

  水俣市総務企画部総務課 

 

４ 参加申込書等の提出先 

〒８６７－８５５５ 

熊本県水俣市陣内１丁目１番１号 

水俣市総務企画部総務課情報政策係 

電話   ０９６６－６１－１６４８（直通） 

ＦＡＸ  ０９６６－６２－０６１１（代表） 

メールアドレス joho@city.minamata.lg.jp 

 

５ 参加資格 

本プロポーザルに参加することができる者は、単独企業又は業務を共同
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連携して受託するために２以上の構成員により結成された共同企業体とし、

次の各号に掲げる全ての要件を満たす者とする。 

⑴ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定

に該当しない者であること。 

⑵ 企画提案参加表明時点において、指名停止の措置を受けていない者で

あること。 

⑶ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定に基づく更生手続開

始の申立て及び民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定に基づ

く再生手続開始の申立てがなされている者ではないこと。 

⑷ 九州管内に保守拠点を有する者であること。 

⑸ 過去５年間に、自治体ネットワーク強靭化のシステム構築実績を２件

以上有すること。 

⑹ ISO27001 情報セキュリティマネジメントシステムの認証を得ているこ

と。 

⑺ JIS Q 15001 プライバシーマーク付与認定を受けていること。 

 

６ 実施スケジュール 

 項目 日程 備考 

１ 公募開始 令和７年１月３１日（金） 
各種様式を水俣市ホ

ームページに掲載 

２ 
説明会参加申込書

の提出 

令和７年２月７日（金） 

正午必着 
様式１ 

３ 説明会（任意参加） 
令和７年２月１２日（水） 

１１時～１２時 
オンライン開催 

４ 質問書の受付期限 
令和７年２月１９日（水） 

午後５時１５分必着 

電子メール 

又はＦＡＸ 

５ 質問への回答 令和７年２月２１日（金） 
回答を水俣市ホーム

ページに掲載 

６ 
参加申込書・企画提

案書の提出 

令和７年２月２７日（木） 

正午必着 
 

７ 
第一次審査（書類選

考） 
令和７年３月３日（月）  

８ 
第二次審査（プレゼ

ンテーション） 

令和７年３月１０日 

（予定） 
オンライン開催 

９ 
審査の結果の通

知・公表 
令和７年３月中旬（予定）  

10 
契約の締結、事業の

開始 

令和７年３月中旬～下旬 

（予定） 
 

11 システム運用開始 令和８年１月 
令和７年１２月 

（仮稼働） 

  ※ スケジュールは変更になる場合がある。 
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７ 実施要領等の配布 

実施要領、参加申込書、企画提案書等の様式は、水俣市ホームページか

らダウンロードすること。 

 

８ 質問の受付及び回答 

⑴ 質問書の受付 

ア 提出書類 質問書（様式２） 

イ 受付期限 令和７年２月１９日（水）午後５時１５分必着 

ウ 提出方法 電子メール（joho@city.minamata.lg.jp 宛）又はＦＡＸ

で提出し、提出後は必ず、提出先へ電話連絡をすること。 

エ 提 出 先 総務企画部総務課情報政策係 

オ そ の 他 提出期限後の質問及び指定した提出方法以外の質問は一

切受け付けない。 

⑵ 質問への回答 

ア 回答日  令和７年２月２１日（金） 

イ 回答方法 提出された全ての質問及びその回答について、水俣市ホー

ムページに公表する。 

 

９ 参加申込書・企画提案書の提出 

  本プロポーザルに参加を希望する者は、プロポーザル参加申込書（様式

３）（以下「申込書」という。）及び企画提案書（様式６）を提出すること。 

 ⑴ 添付資料 

  ア 参加資格要件確認表（様式４） 

  イ 事業者概要調書（様式５） 

  ウ 法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書） 

  エ 法人事業税納税証明書 

  オ 法人税並びに消費税及び地方消費税の記載がある納税証明書 

  カ 決算時の財務諸表（直近の事業年度に係るもの） 

  キ 協定書の副本（共同企業体の場合のみ） 

  ク 機能確認書（別紙３） 

  ケ 見積書（様式７） 

  ※ 提出書類エ、オについては、申込書提出日現在で取得できる最新事

業年度のもので、未納がないことを確認できるものに限る。 

  ※ 提出書類ウ、エ、オについては、申込書提出日から３ヶ月前以降の

日のものに限る。 

  ※ 提出書類イ、ウ、エ、オ、カについて、企業共同体の場合は構成員

すべてについて必要。 

⑵ 提出期限 令和７年２月２７日（木）正午必着 

⑶ 提出方法 持参又は郵送（郵送の場合、簡易書留に限る。） 

⑷ 提 出 先 総務企画部総務課情報政策係 

 

mailto:joho@city.minamata.lg.jp
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１０ 機能確認書の作成要領 

 ⑴ 仮想ブラウザ、クライアント用ウィルス対策、資産管理システム、フ

ァイル交換・無害化、グループウェア及び２要素認証について、それぞ

れの機能確認書（別紙３）によるものとする。 

⑵ 機能確認書の各要件に対して対応欄に回答を記載すること。 

（対応可〇、一部対応可△、対応不可×） 

 

１１ 見積書の作成要領 

   見積書は、様式７を用いて、正本１部、副本６部を提出すること。必

要事項を記入し、代表者印を押印後、封筒に封入し、代表者印にて封印の

うえ提出すること。①更新業務、②運用保守業務それぞれについて、見積

書の記載内容と整合した明細書（任意様式）を添付すること。 

 

１２ 企画提案書の作成要領 

 企画提案書はＡ４横版、両面印刷とし、下部中央にページ番号を付け、

チューブファイル等に綴じること。総ページは、最大６０ページ（表紙・

目次は除く。）とし、Ａ３は折込み可とするが、２ページとして換算とす

る。 

   企画提案書は正本１部、副本６部のほか、企画提案書及び見積書の電

子データを格納した光学メディア（ＣＤ－Ｒ，ＤＶＤ－Ｒ等の記録後不

可変式のもの）１部を提出すること。 

   正本については、商号又は名称、代表者又は受任者の職及び氏名を記

載の上、届出印を押印すること。 

 企画提案書は、下表の記載内容及び順番で作成すること。 

 

記載内容 

No 項目 

１ 会社概要 会社概要 会社概要について、以下の点を踏ま

えて記述すること。 

・会社概要、企業規模 

・体制図 

・公的認証、ベンダー資格、表彰等 

スタッフの能力 導入、保守に携わる人員の人数、経

験年数、資格等について記述するこ

と。 

２ 本 業 務 に 対

す る 基 本 的

な考え方 

業務目的 本業務の受託に関する基本的な考

え方について、主要なポイントを記

述すること。 

取組み方針 具体的な取組み方針について、主要

なポイントを記述すること。 

・会社方針 
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・実施体制 

・役割分担 

３ 地 方 公 共 団

体 に お け る

業務実績 

業務実績 自治体ネットワーク強靭化のシス

テム構築実績を記述すること。 

業務実績を踏まえ

た課題の提示と対

応策の提言 

業務実績を踏まえ、本事業における

課題、対応策等のポイントを記述す

ること。 

自治体情報ＤＸへ

の取組み 

地方公共団体における自治体ＤＸ

に係る業務実績を記述すること。 

自治体運営・経営

に対する考え方 

 

自治体運営・経営にどのように関わ

っていきたいか。その理念について

記述すること。 

４ シ ス テ ム 構

成等の提案 

設備・設計力、技

術力 

自治体ネットワーク強靭化更新に

あたり、必要とされるセキュリティ

要件を満足し、効率的かつ効果的な

システム構成を物理構成図、論理構

成図により記述すること。 

提案するシステムの能力・性能につ

いて記述すること。 

可用性など 自治体業務の継続性の観点から、提

案システムの耐障害性、拡張性、可

用性について記述すること。 

５ 

 

作業計画、移

行計画 

作業工程、導入ス

ケジュール等 

本業務の全体工程を図示等により

提示すること。 

・工程 

・作業内容、作業手法等 

プロジェクト管理

等 

プロジェクト管理の体制、手順、手

法等について具体的に記述するこ

と。 

移行計画 全体工程のうち特に並行稼働、移行

等について、具体的な移行方法、想

定される工程、期間、課題と対策に

ついて提示すること。 

６ 運用管理 障害対応、サポー

ト 

問合せ対応、サポート体制について

提示すること。 

提案力・価格把握 本市の規模、今後の情報化の進展に

対応した提案をすること。 

費用軽減の提案をすること。 

運用 運用の方法、役割分担、支援内容等

を提示すること。 
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７ 自由・追加提

案 

自由・追加提案 運用効率の向上、最適化、経費節減、

業務執行の効率化、利便性向上に寄

与する独自の提案があれば提示す

ること。 

アピールポイントや追加提案した

い内容があれば記述し、ライセン

ス、費用、コスト対策等についても

明確に提示すること。ただし、提案

限度額には含めないものとし、見積

書にも含めないこと。 

 

１３ 企画提案書等の取扱い 

 ⑴ 提出された企画提案書等は、理由の如何を問わず返却しない。 

 ⑵ 提出期限の経過後は、企画提案書等の提出並びに一度提出された企画

提案書等の変更、差替え及び再提出を認めない。 

 ⑶ 市は必要に応じて、追加資料の提出を求めることができる。 

 ⑷ 提出された参加申込書、企画提案書等の著作権は、参加事業者に帰属

する。ただし、本市が本プロポーザルの審査その他本業務の目的を達成

するために必要な範囲内で、これらを無償で複製し、使用することがで

きるものとする。 

 ⑸ 提出された企画提案書等は、水俣市情報公開条例（平成１２年水俣市

条例第３９号）の規定に基づく公文書の開示請求の対象となる。 

 

１４ 審査基準及び審査方法 

⑴  審査基準 

 別紙２「水俣市自治体ネットワーク強靭化更新事業公募型プロポーザ

ル審査基準」（以下「審査基準」という。）のとおり 

⑵  審査方法 

審査に当たっては、水俣市自治体ネットワーク強靭化更新事業委託

事業者選定委員会（以下「選定委員会」という。）を設置し、審査基準

に基づき審査を行う。一次審査（書類選考）、二次審査（プレゼンテー

ション及び質疑応答）を実施し、優先交渉権者を選定する。 

 なお、参加申込者が１事業者であった場合でも、事業者の選定は有効

とする。ただし、最低基準点（配点合計の６割）を下回るものは、選定

の対象外とする。 

また、選定委員会は非公開とし、審査内容に係る質問や異議は一切

認めない。 

⑶ 審査 

 ① 一次審査（書類選考） 

ア 実施予定日 令和７年３月３日（月） 

イ 審査内容 
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・提出された企画提案書等について、審査基準のうち、企画書評価基

準、価格評価基準に基づき評価する。 

・参加申込者が４者以上の場合は、得点上位３者について、二次審査

を実施する。 

・前項の場合の審査結果については、参加事業者に対し、申込書に記

載されたメールアドレス宛に電子メールにて通知する。 

② 二次審査（プレゼンテーション及び質疑応答） 

ア 実施予定日 令和７年３月１０日（予定） 

イ 審査内容 

・オンラインにより実施し、審査基準のうち、審査員個別評価基準に

基づき評価する。使用するオンライン会議システムは「Ｚｏｏｍ」

を予定している。 

・時間配分は、プレゼンテーション３０分以内、質疑応答１５分程度

とする。 

・プレゼンテーションの際に企画提案書等の資料を画面共有機能等に

より提示することはできるが、その際の説明内容は、提出された企

画提案書等に記載されている内容のみとし、説明資料の追加は認め

ない。 

・一次審査における得点は、二次審査における得点に合算し評価する。 

③ 優先交渉権者の決定 

 二次審査の最高得点者を優先交渉権者として選定する。審査結果につ

いては、参加事業者に対し、申込書に記載されたメールアドレス宛に電

子メールにて通知する。 

 また、水俣市ホームページにおいて下表のとおり公表する。 

区分 事業者名 合計得点 
評価項目ご

との得点 

選定委員ご

との得点 

選定された

事業者 
公表 公表 非公表 非公表 

選定された

事業者以外 
非公表 公表 非公表 非公表 

 

１５ 選定通知 

   １４の⑶③で選定された優先交渉権者に対して、選定した旨を通知す

る。 

 

１６ 契約交渉 

   優先交渉権を得た提案者と協議のうえ契約を締結する。協議が不調と

なった場合には、優先順位次点の者と協議を行う。 

 

１７ 失格 

   参加事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は、失格となる。 
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  ⑴ 提出された企画提案書等に虚偽の内容が記載されているとき。 

  ⑵ 審査の公平性を害する行為を行ったとき。 

  ⑶ 参加資格の要件を満たさなくなったとき。 

  ⑷ 参加申込書、企画提案書等が提出期限までに提出されなかったとき。 

  ⑸ 見積金額が、２の⑷の提案限度額を超えているとき。 

 

１８ その他 

⑴ 本プロポーザルへの参加に要する費用の全ては、参加事業者の負担 

とする。 

⑵ 参加申込書提出後に本プロポーザルへの参加を辞退する場合は、辞退

届（様式８）を提出すること。なお、辞退を理由として以後に不利益な

取扱いを受けることはない。 

⑶ 電子メール等の通信事故については、本市はいかなる責任も負わない。 


